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危機管理には大きく分けて２つあります。１つは食中毒事件など異変が発生していない日

常の業務の管理体制であり、２つ目は食中毒事件などが発生した後の管理体制です。異常事

態の前と後に分けて体制を整えておくことが重要です。

（１）日常業務から見た危機管理体制

第１に挙げることは、学校経営の最高責任者である校長の学校給食に対する取組姿勢と意

識レベルです。食中毒が発生した学校において、学校給食については栄養教諭、学校栄養職

員、調理員などに「すべてお任せ」で、関心が極めて希薄な校長が見受けられます。このよ

うな学校にあっては、危機管理体制は脆弱なものになります。

校長は、時宜に応じて調理室にも足を運んで栄養教諭・学校栄養職員、調理員などに声を

掛けたり、調理の様子を見て回ることが大切です。校長のこのような行動が、調理員などに

対し無言の激励になり、安全な調理に取り組む意欲を高めることにつながります。校長の意

識ひとつで従事者の気構えが変わり、作業の充実度が変わってきます。

第２に挙げることは、組織として取り組むべき危機管理体制です。

まず、調理員の健康管理、食材の検収、温度管理の記録など日常的に発生する記録・資料

類が、きちんと整備されているかどうかです。

第３は、学校に設置されている学校保健委員会、給食委員会などの機能が発揮されている

かどうかです。

学校保健委員会は、児童生徒の健康維持に取り組むために設置されている組織であり、こ

こで学校給食の衛生管理について検討されることが大切です。また学校には給食委員会が設

置されていますが、このような組織を活性化し、衛生管理体制や危機管理体制について、常

に話し合うことが大切です。

第４は、学校の緊急連絡体制などの機能が形骸化していないかどうかです。万一の事態に

備える体制が、いざというときに機能しないことがないように日常的に点検しておくことが

大切です。

第５に、学校給食の調理を委託している学校にあっても、学校給食の危機管理体制が希薄

になっていないかどうかです。

委託によって学校給食で食中毒事件が発生した際の責任が回避されるとの考えが一部に見

受けられますが、これは大きな間違いです。ひとたび、学校給食で食中毒事件が発生した場

合、被害の現場は学校であり被害者は児童生徒です。その時、教育委員会も校長も外部委託

をしているから業者の責任であって学校に責任はないとして、何も対応しないで済ますこと

など到底できません。安全な学校給食を提供する責務は、教育委員会であり校長にあります。

それが、社会が求めている管理責任です。

（２）食中毒事件が発生した後の危機管理体制

不幸にして食中毒事件または疑いが発生した場合も、迅速で適切な対応ができなければ児



第３章　衛生管理に関する危機管理 第３章　衛生管理に関する危機管理

9

童生徒、その家族等への二次感染の危険が増大し、不安感を増幅することになります。この

ような被害の拡大を防止するために、次のような体制で臨まなければなりません。

①　患者の早期発見と二次感染予防対策

校内で食中毒が発生していたにもかかわらず、風邪等と判断し、対応が遅れた例があ

ります。近年発生している食中毒は、腸管出血性大腸菌 O157 やノロウイルス、サルモ

ネラエンテリティディス等、二次感染を伴うものが多く、校内はもとより児童生徒の家

族にまで、感染が拡大します。このため患者の早期発見に努め、発症者の医療機関への

受診や回復への対応だけでなく、二次感染防止対策を講じることが求められます。

患者の早期発見

ア　児童生徒等の欠席率に注意し、感染症・食中毒等の早期発見に努めること。

イ　児童生徒等に対して、健康観察その他によって健康の異常の発見に努め、感染症・

食中毒のような疑わしい症状のある児童生徒等があるときは、関係機関の協力を得る

とともに、速やかに学校医又は医師の診断を受けさせ、その指導により必要な措置を

講じること。

ウ　健康に異常のある児童生徒等は、自主的に保護者、教員等に申し出るように指導し、

また、保護者に対しては、児童生徒等が感染症・食中毒にかかったり、その疑いがあ

る場合には、学校にその旨を報告するよう指導すること。

エ　保健所等から情報提供を受け、地域における感染症・食中毒患者の発生及び流行状

況に注意し、早期にその症状を把握するよう努めること。

学校給食衛生管理基準の施行について　平成２１年文部科学省スポーツ・青少年局長通知

②　食中毒発生時における対応

保護者への迅速な連絡によって家族間の二次感染を防止し、不安感の払しょくにつな

がります。児童生徒に持たせる「保健便り」などでも、正確な情報を掲載し、保護者に

周知しておく必要があります。

教育委員会、保健所、学校医などのほか異物混入などの場合は警察への連絡も行う必

要があります。この連絡網の実行で最も重要なことは迅速性です。また、校内において

決められた役割分担を機能させることが大切であり、特に報道等外部の対応については

窓口を決めて情報の食い違いのないようにする必要があります。

（ア）学校の対応

食中毒の集団発生またはその疑いのある時は、学校は速やかに次のような措置をと

る必要があります。

・　校長は、欠席者の欠席理由や校内に異常を訴える児童生徒、教職員の症状が腹痛、

下痢、嘔吐、発熱などの食中毒症状である場合は、速やかに学校医、市町村教育委

員会、保健所等に連絡し、患者の措置に万全を期すこと。学校給食の中止について

保健所等と相談の上、速やかに判断すること。

・　校長は衛生管理に関する校内組織に基づき、教頭、保健主事、学級担任、給食主任、

養護教諭、栄養教諭等の役割を確認し、機能するよう指示すること。

また、教育委員会や保健所、報道関係には校長及び教頭が責任を持って対応する



第３章　衛生管理に関する危機管理

10

第３章　衛生管理に関する危機管理

こと。

・　校長は保健主事に学校保健委員会の開催を指示し、学校、家庭、地域及び関係機

関が一体となって取り組むようにすること。

・　家庭への伝達については、あらかじめ作成した緊急連絡網により、速やかに行う

こと。その際、個人のプライバシーや人権を侵すことがないよう十分注意すること。

また、電子メールにより連絡を行う場合は、確実に送信され、メールが開かれた

かどうかを確認すること。

・　原因究明のための保健所の調査に協力し、その指示のもと、全児童生徒の健康状

態及び喫食状況の把握を行うこと。また、保健所や学校医等の指示のもと、必要に

応じて欠席者の家庭訪問による調査や相談を行うこと。

・　保健所の立ち入り調査の際は、担当者を定めて適切に対応すること。

　献立表、調理作業工程表、作業動線図、給食用物資検収票、学校給食従事者の健

康記録票、調理従事者の検便検査結果、学校給食日常点検票、加熱温度記録簿、検

食簿等の関係諸帳簿を用意すること。

・　教育委員会、保健所、その他の関係機関に対して、有症児童生徒等の状況等につ

いて終焉まで定期的に報告し、指示を求めること。

・　保護者に対し、食中毒の発生状況、食中毒に関する知識、児童生徒及び家族の健

康管理に関する注意事項等を随時連絡し、協力を求めること。

・　児童生徒に対し、緊急の全校集会などで次の事柄について必要な説明及び指導を

行うこと。

食中毒の発生状況、食中毒に関する知識、手洗いの励行などの健康管理面の注意

事項、食中毒に罹患した児童生徒やその家族に対し、差別や偏見をもった対応をし

ないなどの注意事項

なお、食中毒（疑い）発生時には原因究明等のため、文部科学省より次の資料の提出

が求められます。

①　 学校（共同調理場）における食中毒等発生状況報告（学校給食衛生管理基準　

別紙４－１）

②　献立表（使用食品を記載したもの）２週間分

③　学年毎の児童生徒数と教職員の患者数の状況（毎日）

④　調理作業工程表

⑤　作業動線図

⑥　加熱温度記録簿

⑦　給食用物資検収票

⑧　検食簿

⑨　学校給食従事者の検便検査結果

⑩　学校給食従事者の個人ごとの健康記録簿

⑪　学校給食日常点検票

⑫　発生の経過を時系列にまとめたもの

⑬　保健所の指示事項

⑭　学校医等の指示事項

⑮　調理室の平面図
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⑯　保存食記録簿

⑰  その他

（イ）教育委員会の対応

食中毒の集団発生またはその疑いのある時は、教育委員会等は速やかに次のような

措置をとる必要があります。食中毒と断定されるまでには、時間を要することから、

被害の拡大を防ぐため、疑いの段階から、食中毒の発生を想定して対応することが極

めて重要です。

・　校長から食中毒の集団発生またはその疑いについて報告された市区町村教育委員

会は、速やかに保健所に通報及び都道府県教育委員会に報告すること。都道府県教

育委員会は疑いの段階であっても文部科学省に報告するとともに担当者を学校に派

遣するなどして詳細な状況把握に努めること。

・　市区町村教育委員会は、校長に対して、学校給食の中止など当面の措置について

必要な指導を行うこと。

・　市区町村教育委員会は、市区町村保健担当部局（「食中毒対策本部」が設置され

た場合は同本部）との連絡を密にし、患者等の受け入れ医療機関についての情報提

供、原因究明への協力、二次感染防止対策等について、保健所、地域医師会（医療

機関）、学校、教育事務所、都道府県教育委員会との連携を図ること。

・　市区町村教育委員会は、学校に対する保健所の調査に立ち会うこと。

・　都道府県教育委員会及び市区町村教育委員会は管下の学校に対し、食中毒の再発

防止や有症者に対するプライバシーの侵害、いじめなどが起こらないよう必要な指

導を行うこと。

学校給食衛生管理基準では…

第４　衛生管理体制に係る衛生管理基準

１（４）食中毒の集団発生の際の措置

一　教育委員会等、学校医、保健所等に連絡するとともに、患者の措置に万全を

期すこと。また、二次感染の防止に努めること。

二　学校医及び保健所等と相談の上、医療機関を受診させるとともに、給食の停止、

当該児童生徒の出席停止及び必要に応じて臨時休業、消毒その他の事後措置の

計画を立て、これに基づいて食中毒の拡大防止の措置を講じること。

三　校長の指導のもと養護教諭等が児童生徒の症状の把握に努める等関係職員の

役割を明確にし、校内組織等に基づいて学校内外の取組体制を整備すること。

四　保護者に対しては、できるだけ速やかに患者の集団発生の状況を周知させ、協

力を求めること。その際、プライバシー等人権の侵害がないよう配慮すること。

五　食中毒の発生原因については、保健所等に協力し、速やかに明らかとなるよ

うに努め、その原因の除去、予防に努めること。

不測の事態への対応を誤れば、間違った情報が独り歩きして児童生徒やその保護者及び学

校関係者に混乱を起こすことになりかねません。そのような事態を防止するためにも、多く

の関係者に正確な情報を伝えることが重要です。

日頃から食中毒事件が発生した場合の危機管理体制について、学校給食委員会、学校保健

委員会などで討議し初動行動を決めておくことが重要です。


